
※基準価額は信託報酬控除後の値です。
※前週比は応答日が祝日等の場合には、前営業日のものとの比較を記載しています。

ファンド設定日：2005年12月26日

※基準価額は信託報酬控除後の値です。

※期間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出した税引前分配金再投資基準価額により計算しています。
※応答日が祝日等の場合には、前営業日からの収益率を記載しています。

※収益分配金は1口当たりの金額です。

※後述の「当資料のご留意点」を必ずご覧ください。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 週次レポート
販売用資料

愛称：jcool 2018年03月16日基準

運用実績

基準価額 18,668円 前週比 ＋489円 28,257百万円

基準価額等の推移 資産構成（単位：百万円）

本ファンド
金額 比率

純資産総額

マザーファンド 28,210 99.8％

現金等 47 0.2％

マザーファンド
金額 比率

国内株式 31,245 93.5％

現金等 2,187 6.5％
※本ファンドは、小型成長株・マザーファンド
   を通じて実質的に株式に投資しています。
※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、
   マイナスとなる場合があります。

期間収益率

１年 ３年 ５年
86.7％ 2.7％ 10.8％ 24.3％ 52.6％ 84.9％ 157.8％

設定来 １週間 １カ月 ３カ月 ６カ月
338.3％

収益分配金（税引前）推移

決算期 第8期 第9期 第10期 第11期 第12期
設定来累計

決算日
分配金 0円 0円 0円 0円 0円 0円
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※組入比率はいずれもマザーファンドの純資産総額比です。四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。
※本ファンドはファミリーファンド方式で運用を行っているため、マザーファンドの運用状況を表示しています。

※後述の「当資料のご留意点」を必ずご覧ください。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 週次レポート
販売用資料

愛称：jcool 2018年03月16日基準

3.9％

マザーファンドの状況

市場別組入比率 業種別組入比率

組入上位10銘柄
証券コード 銘柄名 市場区分 業種 比率

1 3697 ＳＨＩＦＴ　　　　　　　　　　　　　　　 マザーズ 情報・通信業

3.6％

2 9416 ビジョン　　　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 情報・通信業 3.6％

3 6080 Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ　　　　　　 東証1部 サービス業

3.4％

4 6544 ジャパンエレベーターサービスホールディングス マザーズ サービス業 3.5％

5 3134 Ｈａｍｅｅ　　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 小売業

3.3％

6 6615 ユー・エム・シー・エレクトロニクス　　　 東証1部 電気機器 3.3％

7 3923 ラクス　　　　　　　　　　　　　　　　　 マザーズ 情報・通信業

3.0％

8 6089 ウィルグループ　　　　　　　　　　　　　 東証1部 サービス業 3.0％

9 3199 綿半ホールディングス　　　　　　　　　　 東証1部 小売業

メニコン　　　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 精密機器 2.9％

組入銘柄数 57銘柄

10 7780

東証1部
50.4%

東証2部
4.2%

ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ
(ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ)

5.0%

ﾏｻﾞｰｽﾞ
33.8%

現金等
6.5%

サービス業
33.5%

情報・通信業
27.7%

小売業
11.4%

電気機器
3.3%

その他金融業
3.3%

精密機器
2.9%

機械
2.9%

その他
8.3%

現金等
6.5%
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※本ファンドのマザーファンドに助言しているエンジェルジャパン・アセットマネジメントからのコメントです。
※ご紹介する企業はファンドのコンセプトをご理解いただくためのものであり、個別企業の推奨をする目的ではありません。

※後述の「当資料のご留意点」を必ずご覧ください。

　
　今週は、独立系のエレベーターメンテナンス専門会社として高成長を続けている「ジャパンエレベーターサービスホールディングス」をご紹
介します。多くの建物で当たり前のように使われるエレベーターですが、24時間・365日安全運行するためには、法定検査、定期点検、
監視、緊急対応、部品取替・修理などが不可欠です。こうした保守・保全業務はメンテナンス会社によって行われますが、日本において
は製造元であるメーカー系の会社が保守・保全も行うのが一般的でした。実際、国内で保守対象となっている約100万台（2017年
度）のうち、約8割はメーカー系が手掛けています。ところが近年では、メーカー主導の高い価格設定を不満に感じるビルオーナーも増え
てきており、より安く・質の高いサービスを提供する独立系の存在感が高まってきています。

　その代表格となっているのが同社で、20年以上培ってきた経験・ノウハウによって、大手主要メーカーのあらゆる機種に対応できる高い
技術力と、純正部品の調達力を高めてきました。さらに全国をカバーする拠点網、そして特許技術を活用した遠隔点検サービスも独自
開発したことで、今やメーカー系と遜色ないサービスを提供できる稀有な独立系となっています。競争力の向上に伴って同社の保守契約
台数は着実に増加しており、今後は関西などの未進出エリアへ積極展開することで、更なるシェア向上を図っています。
　
　加えて、中期を見据えて同社が注力しているのがリニューアル需要（制御盤や巻上機の交換）の取り込みです。特に制御盤の交換
はこれまでメーカー系が独占してきた分野ですが、同社は独立系としては初めて主要機種に対応した商品を独自開発し、市場参入を
果たしました。しかも自社保有の高層テストタワーを活用した研究開発によって対応機種を更に増やしていく体制を構築しつつあります。
こうした積極展開を通じ、今後も同社は独立系の雄として中長期的な成長持続を目指していく方針です。

ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 週次レポート
販売用資料

愛称：jcool 2018年03月16日基準
追加型投信／国内／株式

投資助言会社からのコメント

活動メモ
　
　銀行名の変更が迫ったあるメガバンクが、ビルの外壁などに設置する“突き出し看板”の半分程度について、行名を変更せずに撤去す
る方針を固めています。行名変更には数百億円規模の費用が必要になるため、それを抑制するという意図もありますが、店舗の役割が
ひと昔前とは変わったことの方が要因として大きいようです。突き出し看板は、通行人に店舗の存在を知らせる際に力を発揮しますが、
インターネットによる銀行取引や、コンビニエンスストアのATMが普及したことで、このメガバンクの来店客は10年間で約4割が減少してい
ます。店舗の存在を知らせる意義が薄れていることが、突き出し看板の撤去につながっているといえそうです。

　インターネットを活用した様々なサービスの普及によって、実店舗のあり方に変化が出てきたと感じることが増えています。ある中古品リサ
イクルショップは、集客はインターネット上の広告を主とすることで、買い取り店舗はあえて目立たないビルの空中階（2階以上の階）にし
ています。空中階の家賃負担が１階に比べて低いこと、中古品の売却をする人は、いくらくらいで売れるかを事前にネットで検索する傾
向が強いことを利用した出店戦略となります。また、コンビニエンスストアで売っていない生鮮食品や加工食品を、朝のうちにネットで注文
すれば、夜には店頭で受け取れるというサービスを大手コンビニチェーンが始めています。宅配便が届く時間までに帰宅できない人でも、
気軽にネットで様々な食材を注文できるサービスです。人手不足で悩む外食企業のなかには、宅配に特化した店舗を出すことも選択肢
になります。宅配専門であれば接客係は不要、ネット注文ならば電話対応も不要、さらに宅配代行を利用すれば、調理担当者だけを
店舗に配置するという形態すら可能になります。ひと昔前の常識が通用しなくなる変化の大きい昨今こそ、新たな商機を捉えて成長の
糧を見いだす企業が出てくるものと期待されます。

組入銘柄のご紹介：～ジャパンエレベーターサービスホールディングス（6544）～
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 週次レポート
販売用資料

愛称：jcool

投資リスク

基準価額の変動要因
本ファンドは、マザーファンド受益証券を通じて主に国内株式を投資対象としています。株式等値動きのある証券を投資対象
としているため、基準価額は変動します。特に投資する中小型株式等の価格変動は、株式市場全体の平均に比べて大きく
なる傾向があり、基準価額にも大きな影響を与える場合があります。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されている
ものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割込むことがあります。信託財産に生じた利益及び損失は、す
べて投資者に帰属します。なお、投資信託は預貯金とは異なります。

主な変動要因

価格変動リスク 一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、国内外の経済・政治情勢、市場環境・需給等を反映して変動しま
す。本ファンドは株式の価格が変動した場合、基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

ファンドの目的・特色

ファンドの目的

本ファンドは、小型成長株・マザーファンド（以下、「マザーファンド」といいます。）受益証券への投資を通じて、わが国の金融商品取引
市場に上場する中小型株式に投資し、信託財産の中長期的な成長を目指して積極的な運用を行います。

ファンドの特色
●マザーファンド受益証券への投資を通じて新規公開という、いわば「第2の創業期」を成長の契機として、新たに成長を加速する、企業家精神に
   溢れた「次代を拓く革新高成長企業」に厳選投資します。原則として公開後3年以内の企業を投資対象とします。
●エンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社より投資に関する助言を受けて運用します。
●本ファンドの運用は、ファミリーファンド方式で行い、マザーファンドを通じて実質的に日本の株式に投資を行います。

株式を売却あるいは取得しようとする際に、十分な流動性の下での取引を行えず、市場実勢から期待される価格で売買
できない可能性があります。この場合、基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

投資した企業や取引先等の経営・財務状況が悪化するまたは悪化が予想される場合等により、株式の価格が下落した
場合には基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。　詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

その他の留意点
・ 本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
・ 収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。
・ 収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。
・ 投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
・ 収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

リスクの管理体制

信用リスク

流動性リスク
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

追加型投信／国内／株式

お申込みメモ

ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 週次レポート
販売用資料

愛称：jcool

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、
　 その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。
○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。
○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。
○投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。
○お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。

当資料のご留意点

申込締切時間

換金制限
購入・換金

申込受付の中止
及び取消し

原則として、午後3時までに販売会社が受付けた分を当日のお申込み分とします。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約には制限を設ける場合があります。

金融商品取引所における取引の停止、その他やむを得ない事情等があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止
すること、及び既に受付けた購入・換金のお申込みの受付を取消す場合があります。

信託期間

繰上償還

決算日

収益分配

課税関係

無期限（設定日：平成17年12月26日）

受益権の口数が10万口を下回ることとなった場合等には繰上償還となる場合があります。

毎年12月22日（休業日の場合は翌営業日）

年1回決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。

課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度及び未成年者少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除の適用が可能です。益金不算入制度の適用はありません。
※税制が改正された場合には、変更となる場合があります。

購入単位

原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いいたします。

1口以上1口単位として販売会社が定める単位とします。
詳細は販売会社までお問い合わせください。

購入申込受付日の基準価額となります。

原則として、購入申込受付日から起算して5営業日目までに販売会社にお支払いください。

最低単位を1口単位として販売会社が定める単位とします。
詳細は販売会社までお問い合わせください。

換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額となります。
換金手数料はかかりません。

購入価額

購入代金

換金単位

換金価額

換金代金

5



※委託会社の報酬より、投資顧問（助言）会社への報酬が支払われます。

投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 週次レポート
販売用資料

愛称：jcool

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料

信託財産留保額

購入申込金額に3.24％（税抜：3.0％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た金額とします。詳細
は販売会社にお問い合わせください。

換金申込受付日の基準価額に0.3％を乗じて得た額とします。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

年1.836 ％(税抜：年1.70％)

内
　
　
　
訳

年1.0368％(税抜：年0.96％)
（信託報酬）
運用管理費用

運用管理費用（信託報酬）

委託会社

販売会社

受託会社

その他費用
及び手数料

ファンドの日々の純資産総額に年1.836%（税抜1.7％）を乗じて得た金額とします。運用管理費用（信託報酬）
の配分は下記の通りとします。なお、当該報酬は、毎計算期末を含む毎月22日（22日が休業日のときは翌営業日）
または信託終了のときファンドから支払われます。

ファンドの監査費用、有価証券売買時にかかる売買委託手数料、信託事務の処理等に要する諸費用等が信託財産か
ら差引かれます。これらの費用は、監査費用を除き運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを
示すことができません。

販売会社 ※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

年0.7236％(税抜：年0.67％)

年0.0756％(税抜：年0.07％)

委託会社、その他関係法人

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 三菱UFJ信託銀行株式会社　 （ファンド財産の保管・管理等を行います。）
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ＳＢＩ小型成長株ファンド　ジェイクール 週次レポート
販売用資料

愛称：jcool
追加型投信／国内／株式

金融商品取引業者

販売会社一覧

金融商品取引業者名 登録番号
加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

○

髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長
（金商）第20号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第44号 ○ ○

○

エイチ・エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第35号 ○

楽天証券株式会社

カブドットコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第61号 ○ ○

関東財務局長
（金商）第195号 ○ ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第165号 ○ ○ ○

立花証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第110号 ○ ○

日産証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第131号 ○ ○

■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。

ファンドのご購入の際は、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時にお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
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